
北九州市におけるゼロ・エネルギー・ビルを
目標とするオフィスビルの計画と性能評価

～再生可能エネルギーを積極的に活用した環境配慮技術の導入～

Design and Performance Validation of the Office Building in Kitakyushu
aiming at Zero Energy Building

～Installation of environment considering technologies utilizing
renewable energy～

中村 靖＊ Yasushi Nakamura
建築・鋼構造事業部
建築プロジェクト部
建築設備室 シニアマネージャー

抄 録
自然換気システム、地中熱ヒートポンプ（GSHP）システム、太陽光発電システムなどの
省エネルギー設備システムに、高断熱化や、Building and Energy Management System
（BEMS）を活用した省エネチューニングなどの技術を組み合わせることにより、従来のオ
フィスビルと比較してCO２排出量約３５％削減を期待できるオフィスビルを計画・施工し
た。また、BEMSの計測データを用いて建物全体および各項目（空調・照明・換気など）
の性能検証を行うとともに、運用改善を実施した。さらにはエネルギーシミュレーション
BESTを用いて、建物の運用条件に合ったベースラインを算定した。その結果から本建物
のエネルギー消費量削減効果は３９．３％と推定し、計画時の目標を達成していることを示し
た。そして、BEMSによる実測データやBESTによるシミュレーション結果をもとに省
エネルギー技術別の効果を算出した。

Abstract
Nippon Steel & Sumikin Engineering Co., Ltd designed and constructed the new of

fice building which enables to reduce the CO２ emission by ３５% comparing to the
conventional office building . The energy saving facilities such as hybrid ventilation
system , ground source heat pump , photovoltaic system and building energy
management system were applied to the new building. Operating conditions for each
parameter related to the energy saving facilities are monitored and evaluated for
further improvement . In addition , the baseline of energy consumption of the office
building was calculated by applying the building energy simulation tool（BEST）
program. The result shows that the reduction of CO２ emission was estimated as３９．３%
and the target of the reduction of 35% was achieved.
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図１ 建物外観
Fig．１ Kitakyusyu Technical Center Office Building

１ 緒言
近年、地球温暖化防止の観点から、温室効果ガス

の排出削減が求められており、オフィスビルなどの
民生部門での省エネルギー化が必要不可欠となって
いる。しかしながら、我が国における民生部門での
エネルギー消費量は１９９０年度から２０００年度までの間
に約３割増加した後、高止まりの状態にある。国際
エネルギー機関（IEA）は建築物の年間の一次エネル
ギー消費量を正味でゼロとするゼロ・エネルギー・
ビル（以下 ZEBとする）への取り組みを進めるよう
に勧告し、その結果、我が国においても ZEB化の
実現に向けた取り組みが本格化しつつある。
一方で、ZEB化の実現とは、単なる省エネ性能

の追求ではなく、「そこで働く人や住む人の快適性
や安全性、生産性、経済性等と省エネ性能を高いレ
ベルで融合させるエンジニアリング」とも位置づけ
ている。建物の低炭素化・省エネ化に寄与する技術
は既に多数存在しているが、快適性や安全性、生産
性、経済性を犠牲にすることなく高い省エネ性能を
継続的に実現するためには、新しい技術と既存技術
の組み合わせの効果を、実験・実証フィールドで定
量的に把握・評価し、改善を行う事が必要と考えら
れる。
２０１０年１２月に北九州市戸畑区に建設された新日鉄
エンジニアリング（株）（２０１２年１０月より新日鉄住金
エンジニアリング（株））北九州技術センターE館で
は、２０３０年の ZEB化を目標とし、その第一段階と
して ZEB化検証の実証事業を実施している。具体
的な内容については、省エネルギー技術を導入する
ことにより、省エネルギー技術を導入しない場合
（以降、「ベースライン」とする）と比較してエネル
ギー消費量およびCO２排出量が３分の２以下とな
るように計画・施工を行い、運用段階でそれを実証
することとなっている。また、本建物においては、
建物自体の低炭素化・省エネ化の実現に加え、今後
の ZEB化への展開に欠かせない実験・実証フィー
ルドとしての活用も念頭に設計・建設を進めてき
た。そのため、建物全体のエネルギー消費量のみな
らず、極力各省エネルギー設備システムの性能を検
証可能な計測システムの導入も行っている。
本計画では、企画・設計・工事・運用まですべて

自前で行う自社ビルであるという特長を最大限に生
かし、計画するだけでなく、実際に新しい技術や既
存技術の組み合わせ効果を、実証フィールドで定量
的に把握・評価し、改善することにより計画時に掲
げた省エネルギー性能を達成できるオフィスビルを
構築した。

２ 建築概要
図１に建物外観を、表１に建物概要を示す。建物
は５階建てであり、１階はエントランスや会議室、
２～５階は執務空間となっている。図２に基準階
（２階～５階）の平面図を、図３に執務スペースを示
す。執務空間は全体を見渡せる風通しの良い空間と
なっている。また、風通しの良い空間とすること
は、後述する自然換気システムの効果を促進させる
役割も果たしている。

３ 省エネルギーシステム概要
図４に建物に導入されている省エネルギー設備シ
ステムの概要を示す。自然換気システムや、太陽光
発電システムや地中熱利用システム等の数多くの環
境配慮技術を導入している。またBEMS（Building
and Energy Management System）を活用して、建
物の環境・エネルギーの各種制御を行っている。具
体的には、屋外・室内センサー情報に基づいて室内
環境を制御すると共に、建物の機器・設備等を自動
管理することで、それらのエネルギー消費量の削減
を図っている。以下に各省エネルギーシステムの概
要について示す。
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建築名称 新日鉄エンジニアリング株式会社 北九州技術センターE館
工場場所 福岡県北九州市戸畑区大字中原４６－５９
竣工 ２０１１年６月３０日
発注者 新日鉄住金エンジニアリング株式会社

設計・監理 新日鉄住金エンジニアリング株式会社

施工者
建築 新日鉄住金エンジニアリング株式会社九州支社（一括発注）
電気 株式会社日鉄エレックス

空調衛生 高砂熱学工業株式会社

建築
概要

敷地面積 ６，６４９．４０１�
建築面積 ２，１６９�
延床面積 １０，３８８�
構造 S造
階級 地上５階建て
高さ ２７．４０ｍ

外部
仕上

外壁
アルミ製カーテンウォール＋LOW-E ガラス
押出中空セメント板 t＝６０＋アルミスバンドレル

屋根
コンクリートの上段熱アスファルト防水＋押えコンクリート
グリッドシェル構造＋複層ガラス（太陽光パネル挟み込み）

内部
仕上

事務室
床：OAフロアH＝１００＋タイルカーペット t＝７
壁：石膏ボード２枚張り＋塗装
天井：システム天井（岩綿吸音板 t＝１５）

エントラ
ンス

床：外国産大理石
壁：特殊鋼板パネル他
天井：金属ルーバー天井他

空調設
備概要

空調 ヒートボンブビルマルチ方式（空冷・地中熱併用）
換気 個別全熱交換器方式

給排水
衛生設
備概要

給水 直結増圧方式
排水 寮室内汚染水・雑排水分流 建屋内合流（集合管）
消火 屋内小河川連結送水管

表１ 建物概要
Table１ Building Specification

図２ 基準階平面図
Fig．２ Common Floor Plan

図３ 執務スペース (写真)
Fig．３ Working Space（Photo）

３．１ 自然換気システム
外気導入経路及び給排気口の詳細を図５に示す。
建物周辺は、春から秋にかけてこの地区特有の南風
と北風が吹く環境となっている。特に南風は当ビル
の南面に遮蔽物がないことから、誘引効果による
「風力換気」を意図した設計となっている。また、パ
ソコンや人体など室内の発熱により生じる上昇気流
を利用する「重力換気」も活用する。自然換気導入経
路は、各階の全面ガラスカーテンウォールの床レベ

図４ 北九州技術センターE館の省エネルギー設備システム
Fig．４ Outline of Energy Saving Facilities

図５ 自然換気システムの外気導入経路および吸排気口の
詳細
Fig．５ Natural Ventilation System

北九州市におけるゼロ・エネルギー・ビルを目標とするオフィスビルの計画と性能評価～再生可能エネルギーを積極的に活用した環境配慮技術の導入～
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図６ 太陽光発電システムの設置位置
Fig．６ Layout of Photovoltaic Panels

ルに設置されている給気口（定風量機能有り）から外
気を導入し、執務空間中央にある吹抜けを経由し、
トップライトの南北にある排気窓より排気する仕組
みとなっている。

３．２ 太陽光発電システム
本建物における太陽光発電システムの設置位置を

図６に示す。屋上部分には、高効率の太陽光パネル
を設置している。またトップライトのガラス部分の
一部、既存建屋と結ぶ渡り廊下の屋根部分にはガラ
ス組み込み型の太陽光パネルを設置している。さら
に１階玄関の大庇には薄幕シースルー型の太陽光パ
ネルを設置しており、これらを合計して約８３．６kW
の最大発電量を得ることができる。

３．３ 昼光利用システムおよび照明設備
図７に昼光利用システムおよび照明設備を示す。

トップライトは、透明性を高めるためフレームレス
の複層ガラスで構成（グリッドシェル構法）してい
る。また、トップライトの屋外側に、太陽光追尾装
置付き集光装置を設置しており、太陽の位置にかか
わらず、自然光を建物１階の展示待合スペースまで
採り入れることができ、各階執務室中央部などにも
自然光を導くことが可能となっている。さらには、
自然光を可能な限り多く取り込みながら、高い遮
熱・断熱性能により室内への影響を最小化する高遮
断熱複層 Low-E ガラスを全面的に採用している。
執務室の照明は、初期照度補正を導入したHf 高
効率器具と LED照明を採用しており、執務室の天
井に設置する昼光センサーにより、昼光量に応じた
照明器具の出力抑制と連続的調光制御を行ってい
る。

３．４ 地中熱ヒートポンプシステムおよび空調設
備
本建物の一部の執務スペースには、地中熱ヒート
ポンプ（GSHP）システムが導入されている。GSHP
システムの概要を図８に、地中熱交換器の配置を図
９に示す。本システムはボアホールダブルU
チューブ型地中熱交換器８０m×５０本に、水熱源ヒー
トポンプビルマルチ熱源機（圧縮機：１０２馬力、暖房
出力：３２０kW、冷房出力：２８７kW）を接続し、執務
スペースの暖冷房を行っている。水熱源ビルマルチ
は地中熱利用や少水量化に対応可能な低水温・少水
量仕様となっている。また、本システムはビルマル
チ一次側の温度差を一定に保ち、循環ポンプの消費
電力を最小限に抑える、温度差一定制御が組み込ま

図７ 昼光利用システムおよび照明設備
Fig．７ Hybrid Lighting System

図８ 地中熱ヒートポンプシステムの概要
Fig．８ Ground Source Heat Pump System
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図１０ BEMSの概要
Fig．１０ Outline of BEMS

２０１１年［MWh］ ２０１２年［MWh］

室外機 ３４１ ３２７
室内機 １２９ １３３
照明 ４１２ ３９９

コンセント １０６ ９２
その他 ３５９ ３５４

合計電力量 １３４７ １３０５
受電電力量 １２６４ １２１８
太陽光発電 ８３ ８７

表２ 機器別年間消費電力量
Table２ Annual Power Consumption for each Facilities

れている、少水量対応地中熱ヒートポンプ（LF-
GSHP）ビルマルチシステムとなっている。さらに、
本システムは冷暖房負荷のアンバランスによる地中
温度上昇を抑えるための密閉式冷却塔にも接続され
ている。LF-GSHP システムについては、実測した
温度変化より地盤熱特性を把握し、運転制御を行う
最適管理・運用システムも組み込まれている。
その他の執務スペースはエリア毎に適切な空調制

御をするために、高効率空気熱源ヒートポンプビル
マルチを導入している。更に、CO２センサーを設置
することで、執務人員の多少を計測しており、少な
いエリアの全熱交換機による換気量を制御すること
で、電力消費の抑制を行っている。

３．５ BEMSと省エネルギー見える化設備
現時点（２０１３年７月）では、企画～施工までのプロ

セスが完了しており、運用段階に至っている。運用
段階では、図１０に示される可能な限り個別の回路毎
や機器ごとに細分化された計量システムを導入した
BEMSを駆使し、導入する省エネルギー設備のみ
ならず、一般の建築設備を含めた全体のチューニン
グを行えるようにしている。また、LAN回線を利
用し、計測データを迅速に個別 PCでも把握できる
環境を構築することや、一般者にも使える計測管
理・分析ツールを導入することで、専門家＋運用者
＋使用者の連携による省エネルギー推進体制を確立

している。さらには、エントランスホールに省エネ
効果見える化モニターやベンチを設置し使用者に省
エネ活動参加を促すような配慮も行っている。

４ 建物全体および項目別の性能検証
４．１ 建物全体の年間・月別消費電力
表２に２０１１年度（運用１年目）、２０１２年度（運用２
年目）の機器別年間消費電力量を示す。２０１２年度の
受電電力量は１，２１８MWhであり、２０１１年度と比較
すると４６MWhの削減となっている。項目別でみる
と室外機、照明、コンセントが１０MWh以上の減少
となっている。これらの要因については後述する。
また、２０１２年度の受電電力量から、電力の一次エネ
ルギー消費量原単位換算係数を９．７６GJ／MWhとし
て一次エネルギー消費量原単位を計算すると１，２１８
×９．７６÷１０，３８８＝１，１４５MJ/�／年となった。

図１１に２０１２年度の年間消費電力量の内訳を示す。
この図に示されているその他とはBEMSにより測

図９ 地中熱交換器の配置
Fig．９ Layout of Ground Heat Exchangers

北九州市におけるゼロ・エネルギー・ビルを目標とするオフィスビルの計画と性能評価～再生可能エネルギーを積極的に活用した環境配慮技術の導入～

４９新日鉄住金エンジニアリング技報 Vol．５（２０１４）



定を行っていない部分のことであり、その中にはエ
レベーターやトイレの換気、サーバー等の消費電力
が含まれる。それぞれの機器をみると照明が全体の
３１％、室外機、室内機を合わせた空調が全体の３４％
を占めている。またコンセントはほかの機器に比べ
ると８％と小さい値を示している。
図１２に２０１２年度の月別・昼夜別の受電電力量を示
す。昼夜別消費電力については、８時から２２時まで
を昼間、それを除く時間帯を夜間とした。また、比
較のため２０１２年度ベースライン値、２０１１年実測値に
ついても図１２に示す。なお、ベースライン値は建築

物総合エネルギーシミュレーションツールBEST１）

によって計算した、北九州技術センターにおいて運
用条件が変わらず、省エネルギー設備システムを導
入しなかった場合の消費電力量である。ベースライ
ンとの比較では夏期の削減効果が比較的高く、中間
期、冬期はやや少ない。これは中間期、冬期は夏期
と比較して空調のエネルギー消費量が小さいためと
考えられる。また、夏期は内部発熱の削減の効果の
寄与が大きいためと考えられる。２０１１年度との比較
では、２０１２年度は２月、３月の値が小さくなってお
り、これは２月、３月が比較的温暖であったことに
加え、照明の間引きなどを実施した効果が得られた
ためと考えられる。

４．２ 項目別・月別消費電力
図１３に２０１２年度の月別・昼夜別の照明消費電力量
を示す。また、比較のため２０１２年度ベースライン
値、２０１１年実測値についても図１３に示す。２０１２年度
は１２月から値が小さくなっているが、これは照明の
間引きを実施したためである（間引きの詳細につい
ては後述）。２０１２年度の照明の消費電力量は１１月ま
でが３２～３６MWh、１２月以降が３１～３２MWhで月毎
の大きな差は見られなかった。２０１１年度との比較で
は間引き前まではほとんど差が無く、ベースライン
との比較では２３～４５％の削減となり、年間ではベー
スライン値６２３MWhから実測値３９９MWhと約３６%
の削減効果となった。
図１４に２０１２年度の月別・昼夜別の空調消費電力量

を示す。また、比較のため２０１２年度ベースライン
値、２０１１年実測値についても図１４に示す。なお、こ
こでの室内機は室内機と全熱交換換気の消費電力の
和となっている。図１４より夏期の空調エネルギー消
費量は冬期のエネルギー消費量よりも大きいことが
わかる。２０１１年度との比較では、２月、３月の値が
低くなっており、先述したが、２０１２年度が温暖で
あったためである。一方、８月は２０１２年度の方が高
い値となっており、これは２０１２年度の方が暑かった
ためと考えられる。それ以外の月は顕著な差はない
が、５月、６月、９月、１０月は２０１２年度の方が、値
が小さく、自然換気の運用改善によるものといえ
る。ベースラインとの比較では、５月、６月、１０月
が、自然換気の導入により各月で約４９～５３％の比較

図１１ 年間消費電力量の内訳（２０１２年度）
Fig．１１ Annual Power Consumption for each Facilities
in 2012FY

図１２ ２０１２年度月別・昼夜別受電電力量
Fig．１２ Monthly Power Consumption in 2012FY

図１３ ２０１２年度月別・昼夜別照明消費電力量
Fig．１３ Monthly Power Consumption for Lighting in
2012FY
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的高い削減効果が得られていることがわかった。そ
れ以外の月についても空調の運転時間の極端に少な
い４月、１１月を除いては３５～５７％の削減効果となっ
ており、年間ではベースライン値７７７MWhから実
測値４６０MWhと約４１%の削減効果となった。
また、図１５に２０１２年度の月別・昼夜別のサー
バー・コンセント等消費電力量を示す。また、比較
のため２０１２年度ベースライン値、２０１１年実測値につ
いても図１５に示す。２０１１年度との比較では１～３月
の消費電力量が小さくなっていることがわかった。
また、ベースラインとの比較では、各月で２８～５３％
の削減効果となり、年間ではベースライン値６１０
MWhから実測値３５９MWhと約41%の削減効果と
なった。なお、ベースラインと比較した消費電力削
減効果については、執務スペースのコンセント消費
電力削減効果と、太陽光発電の導入による消費電力
削減効果によるものである。

４．３ 照明・空調の運用改善
２０１２年度は２０１１年度よりも高い省エネ効果を得る
ために、照明・空調の運用改善策を実施した。
照明については執務スペースの照度を８００lx 以上
に保つように調光制御を行っているが、照度を
７００～７５０lx の範囲に制御し、それにより更なる照
明の省エネルギー効果を得ることを目指した。ただ
し、現在の調光制御の出力がほぼ下限値となってお
り、これ以上出力を下げることが難しかったことか
ら、照明の間引きを実施し、それにより照度を下
げ、消費電力量を減らすこととした。照明の間引き
は図１６に示すように執務スペースの端で実施した。
照明の間引きについてはBEMSの計測データを
用いて検証を行った。図１７に２０１２年４月～１１月およ
び１２月～３月の時刻別照明消費電力の平均値（４階）
を示す。間引き後である２０１２年１２月～３月の消費電
力は全体的に間引き前より下がっており、特に日中
の削減率が高かった。間引き後は１日を通じて約
１０％の削減効果が見られた。また、図１７に示すよう
に、建物全体では１月あたりで平均約７％の削減効
果となった。

図１４ ２０１２年度月別・昼夜別空調消費電力量
Fig．１４ Monthly Power Consumption for Air Condition-
ing in 2012FY

図１５ ２０１２年度月別・昼夜別サーバー・コンセント等消費
電力量
Fig．１５ Monthly Power Consumption for Outlet in 2012
FY

図１６ 執務スペースにおける照明間引き位置
Fig．１６ Lighting Pattern at Energy Saving Mode

図１７ 時刻別照明消費電力の平均値（４階）
Fig．１７ Hourly Power Consumption for Lighting（4th FL）

北九州市におけるゼロ・エネルギー・ビルを目標とするオフィスビルの計画と性能評価～再生可能エネルギーを積極的に活用した環境配慮技術の導入～
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また、空調については、実測結果から過剰な空調
が行われていることが伺えた。原因として、室内機
側の温度を感知する部分である温度センサーがレタ
ンチャンバーとなっている天井内に設置され、これ
により室温変化の感知が遅れていると考えたため、
図１８に示すように天井内の温度センサーを天井面に
張り付ける形で設置しなおした。
温度センサーの移設の効果については９月４日に

温度分布測定を行い、検証した。図１９に９月４日１５
時の温度分布を示す。図を見ると温度センサーの移
設を行った３階の方が、２階よりも温度が高い傾向
にあり、過剰な冷却が無く、移設効果が得られた。
しかしながら、外気温度の違いなどにより、図１４に
示すように２０１２年度の空調消費電力の大きな削減効
果にはつながらなかった。

４．４ 建築物総合エネルギーシミュレーションを
用いたエネルギー消費量ベースラインの算出
計画段階において、本建物のエネルギー消費量お

よびCO２排出量削減効果を計算する際のエネル
ギー消費量ベースラインを九州地区の事務所ビルの
平均的なエネルギー消費量と設定したが、実測結果
から本建物の稼働時間が一般の事務所ビルよりも長

いことが明らかとなった。そこで、建築物総合エネ
ルギーシミュレーションツールBESTを用いて本
建物と同様の運転条件におけるベースラインを算出
した２）。以下にBESTで計算されるエネルギー消
費量から、実測データを用いて簡易的に上記の非測
定部や夜間・休日の空調運転を考慮したベースライ
ンを算出する方法を示す。
まず、空調の計算値 Ebest,acには休日・夜間消費電

力補正値 Eh/Etを乗じる。照明・コンセントの計算
値 Ebest,L、Ebest,Oは休日・夜間の消費電力をスケ
ジュールで考慮しているため、補正値は乗じず、そ
のまま空調の消費電力量に足し合わせる。

Ehc,i＝Ebest,L＋Ebest,O＋EhEt Ebest,ac ⑴

次に、⑴式で求めた休日・夜間を考慮した空調・
照明・コンセントの消費電力量 Ehc,iを、実測から得
られる全階中の消費電力量に対する基準階消費電力
量の比 aiで除して、全階の測定部の消費電力量 Emc,i
を求める。

Emc,i＝Ehc,iai ⑵

さらに、式⑵で計算した、全階測定部消費電力量
Emc,iに実測で得られる非測定部消費電力量 Enmc,iと太
陽電池発電量 Esp,iを足し合わせる。そして１次エネ
ルギー原単位換算係数 e を乗じて面積 S で除する
ことで、１次エネルギー消費量 Eiを算出する。

Ei＝（Emc,i+Enmc,i+Esp,i）×eS ⑶

最後に、⑶で求めた各月の１次エネルギー消費量
を合計して、ベースライン値を算出する。

Ebase＝∑i
１２
＝１Ei ⑷

表３にE館及びE館ベースラインの計算条件を
示す。なお、空調機器の性能については、九州地区
の事務所ビルの平均的なエネルギー消費量１６３０MJ/
�を算出する対象となった事務所ビルの竣工年数
（１９８５年）を参考に１９９０年度のものを設定した。
BEST計算値からベースラインを算出するための
Eh／Et、ai、Enmcの値についてはそれぞれ実測値を与
えた。
上記の条件でシミュレーションを行い、計算結果
より算出式を用いてベースラインを算出した。図２０

図１８ 温度センサー設置の概要
Fig．１８ Installation of Thermometer

図１９ 室内温度分布の測定結果（９月４日１５時）
Fig．１９ Temperature Profile in Office
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に一次エネルギー消費量原単位比較を示す。計算結
果より、E館ベースラインの２０１２年度の一次エネル
ギー消費量原単位は１８８７MJ/�年となり、E館の一
次エネルギー消費量原単位１１４５MJ/�年と比較する
と削減率は３９．３％となった。なお、E館のエネル
ギー消費量は、九州地区事務所の単位平均値１６３０
MJ/�年と比較すると約３０％の削減率となるが、実
際の運用に基づいたベースラインを算出すること
で、本来の省エネルギー性を確認することができ
た。

５ 省エネルギー技術別の効果
ここでは、BEMSによる実測データやBESTに

よるシミュレーション結果をもとに省エネルギー技

術別の効果を算出した。以下にその結果を示す。

５．１ 自然換気システムの省エネルギー効果
自然換気の冷房負荷削減による省エネ効果につい
ては、自然換気による処理熱量を図２１のように推定
し３）、合計値（５８MWh）から、一般的な空冷ヒート
ポンプの冷房COP＝２．６を割った値より消費電力量
の削減値（２２MWh）を算出した。これを面積あたり
CO２削減量に換算すると２２×１，０００×０．３７５÷１０，３８８
＝０．７９８kg-CO２／�となった。
換気動力の削減による省エネ効果については、通
常機械換気時の消費電力から、通常機械換気を行っ
た場合の換気消費電力量を１１４MWhと推定し、実
測値１０５MWhと比較して削減量を９MWh（面積あ
たりCO２削減量０．３２kg-CO２／�）と推定した。

５．２ 太陽光発電システムの省エネルギー効果
太陽光発電の省エネルギー効果はBEMSで計測
した発電量より算出した。図２２に２０１２年度の太陽光
発電システムの月別発電量を示す。発電量は若干の
差はあるものの、予測値と同程度となっていること

E館 E館ベースライン

BEST
計算条件

形状・壁体構造 E館条件と同じ
窓面積率 E館の条件と同じ ６７％（一般の事務所）
窓ガラス Low-E ペア 単板ガラス

全熱交換換気 あり なし
照明

スケジュール E館の実測結果

照明消費電力
最大値 １２W/� ２０W/�

コンセント
スケジュール E館の実測結果 一般の事務所

コンセント消費
電力最大値 ４．５W/� １０W/�

空調
スケジュール ８：００～２２：００

空調機定格
COP設定値

冷房：３．５３ 冷房：２．５
暖房：２．８６ 暖房：２．５

BL
計算条件

Eh/Et １．３７（実測値）
ai ０．２０（実測値）
Enmc ２６７MWh（実測値）

表３ E館およびベースラインの計算条件
Table３ Conditions of Baseline Calculation

図２０ Ｅ館とベースラインの一次エネルギー消費量
Fig．２０ Comparison between Primary Energy Consump-
tions of Technical Center and Baseline

図２１ 自然換気による処理熱量月別変化
Fig．２１ Monthly Removal Cooling Load by Natural Ven-
tilation

図２２ 太陽光発電システムの２０１２年度発電量実測値と予測値
Fig．２２ Power Generation by Photovoltaic System
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図２５ 高効率空冷HPと一般空冷HPの年間消費電力量
Fig．２５ Annual Power Consumption for High Efficiency
and Typical ASHP

がわかる。また、年間の発電量は８７MWhとなり、
建物面積あたりのCO２排出量削減効果に換算する
と３．１４kg-CO２／�であった。

５．３ 地中熱ヒートポンプおよび高効率空冷ヒー
トポンプの省エネルギー効果
地中熱ヒートポンプおよび高効率空冷ヒートポン

プの省エネルギー効果はダイキン工業（株）のヒート
ポンプ空調の計測システムエアネットⅡサービスシ
ステムにより計測された室外機の出力（処理熱量）・
消費電力と、BEMSで計測された循環ポンプなど
補機の消費電力をもとに推定した。
まず、エアネットにより計測された２０１２年度の地
中熱ヒートポンプおよび高効率空冷ヒートポンプの
暖房出力・冷房出力を図２３に示す。地中熱ヒートポ
ンプの暖房出力、冷房出力は４９MWh、１２８MWhで
あり、高効率空冷ヒートポンプの暖房出力、冷房出
力は１７７MWh、６１７MWhであった。この値から、
ベースラインとなる一般的な空冷ヒートポンプの期
間平均COP（暖房＝２．０、冷房＝２．６）を除して一般
的な空冷ヒートポンプを用いた場合の室外機消費電

力を算出し、地中熱ヒートポンプの室外機と循環ポ
ンプの消費電力の実測値、高効率空冷ヒートポンプ
の室外機の実測値と比較を行い、省エネルギー効果
の算出を行った。
地中熱ヒートポンプと一般的な空冷ヒートポンプ
の年間消費電力の比較を図２４に示す。地中熱ヒート
ポンプの出力から室外機と循環ポンプの消費電力量
合計値を除して求めた暖房期間平均COP、冷房期
間平均COPはそれぞれ３．７、３．５であった。また、
暖房時、冷房時の省エネ効果はそれぞれ４６％、２６％
であった。地中熱ヒートポンプの年間消費電力削減
量は２４MWh（面積あたりCO２削減量０．８６kg-CO２／
�）であり、省エネ効果は３５％となった。
高効率空冷ヒートポンプと一般的な空冷ヒートポ
ンプの年間消費電力の比較を図２５に示す。高効率空
冷ヒートポンプの出力から室外機の消費電力量を除
して求めた暖房期間平均COP、冷房期間平均COP
はそれぞれ２．０、４．０であった。また、暖房時、冷房
時の省エネ効果はそれぞれ０％、３５％であった。高
効率空冷ヒートポンプの年間消費電力削減量は８４
MWh（面積あたりCO２削減量３．０５kg-CO２／�）であ
り、省エネ効果は２６％となった。

５．４ 照明の省エネルギー効果
まず、照明間引きの省エネルギー効果について算
出した。照明間引きによる削減効果は４月～１１月ま
での照明消費電力量が２０１１年と２０１２年で同程度（２７２
MWhと２７３MWh）であったため、１２月～３月の消
費電力量削減値である１３．２MWh（面積あたりCO２
削減量０．４７kg-CO２／�）と推定した。
次に、間引き以外の省エネルギー効果を算出する
ため、間引きを行わない場合の執務スペースの消費

図２３ 地中熱HPと高効率空冷HPの熱出力
Fig．２３ Heating and Cooling Output from GSHP and
High Efficiency Air Source Heat Pump（ASHP）

図２４ 地中熱HPと一般空冷HPの年間消費電力量
Fig．２４ Annual Power Consumption for GSHP and typi-
cal ASHP
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図２７ E館とベースラインのOA機器消費電力時刻別変化
Fig．２７ Hourly Energy Consumption for Outlet in Office
Space of Technical Center and Baseline

電力量実績値をと算出した。年間の照明電力消費量
の実測値に間引きによる削減値を足した値（４１２
MWh）に、執務スペースの消費電力量の全体に占め
る割合（０．６５）を乗じて２６８MWhとした。
さらに、昼光制御による年間消費電力量の削減

を、図２６に示される調光制御のみを行った照明消費
電力から、昼光制御を行った場合の照明消費電力を
引き（０．９W/�）、それに執務スペースの合計面積と
昼間の時間（９h／日とする）と日数（２４５日）を乗じて
求めた。
①昼光制御による削減効果＝０．９W/�×４８１３�×９
h／日×２４５日＝１０MWh（面積あたりCO２削減量
０．３６kg-CO２／�）
そして、調光なしの照明消費電力量実績値は、間
引きを行わない場合の執務スペースの実績値２６８
MWhに上記①を加えた値２７８MWhに、調光な
しの照明消費電力（１５W/�）に対する調光制御の
みを行った照明消費電力（１２．１W/�）の比を除し
て求めた。
調光制御なしの照明消費電力量＝２７８MWh÷１２．１
×１５＝３４２MWh
これより、

②調光制御による照明消費電力量削減効果＝３４２
MWh－２７８MWh＝６４MWh（面積あたりCO２削減
量２．２９kg-CO２／�）

となる。
また、通常の蛍光灯を使用した場合の照明消費電
力量は、間引きを行わない場合の執務スペースの
実績値に上記①と②を加えた値３４２MWhに通常
の蛍光灯を使用した場合の照明消費電力（２０W/

�）に対する、調光制御なしの照明消費電力（１５
W/�）の比を除して求めた。
通常の蛍光灯を使用した場合の照明消費電力量＝
３４２MWh÷１５×２０＝４５３MWh
以上より、
③Hf 照明導入による照明消費電力量削減効果＝４５３
MWh―３４２MWh＝１１１MWh（面積あたりCO２削減
量３．９８kg-CO２／�）
となる。
なお、執務スペース以外の省エネルギー効果は、
執務スペース以外の照明エネルギー実績値１４４
MWhを執務スペース以外のCEC/L の値０．７６で
除した値１８９MWhを、省エネ手法を用いなかっ
た値として採用し、１８９－１４４＝４６MWhと求め
た。

５．５ 低消費電力OA機器の省エネルギー効果
低消費電力OA機器の省エネルギー効果は、実
測によって得られたOA機器の年間消費電力量（９２
MWh）と、標準オフィスビルのOA機器スケ
ジュールとして考えられる建築物総合エネルギーシ
ミュレーションツールBESTで採用されている機
器スケジュール（図２７参照）より計算される年間消費
電力量（＝２５７MWh）の差より１６７MWhを算出し、
それに補正値０．８５を乗じ１４２MWhとした。

５．６ 熱負荷削減・換気量制御による省エネル
ギー効果
照明発熱量・コンセント機器発熱量の削減による
負荷低減の効果については、執務スペースの照明電
力削減効果１８５MWhのうち冷房期間（５月～１０月）

図２６ E館とベースラインの照明消費電力時刻別変化
Fig．２６ Hourly Energy Consumption for Lighting in Of-
fice Space of Technical Center and Baseline
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にあたる半年間において負荷低減効果があるとすれ
ば、１８５×０．５（半年間）＝９３MWhの削減となる。こ
こで、一般的な空冷ヒートポンプの冷房COPを
２．６とすれば削減効果は３６MWh（面積あたりCO２削
減量１．２９kg-CO２／�）となる。さらに、コンセント
機器発熱量の削減による負荷低減の効果はコンセン
ト機器の電力削減効果１６７×０．５（半年間）×０．６（負荷
率）÷２．６＝１９MWh（面積あたりCO２削減量０．７０kg-
CO２／�）となる。
断熱性能向上・日射遮蔽による省エネ効果につい

ては、北九州技術センターE館の熱負荷と、一般
的な壁性能・日射遮蔽を有するベースラインを想定
し、下記①～②の変更を行った場合の熱負荷を
BESTによって計算し、それらを比較することに
よって行った。
①窓面積率を日本建築学会の標準オフィスビルの値
と同じ６８％に変更する。
②窓ガラスを６mmの単板ガラスに変更する。

BESTによって計算されたE館およびベースラ
インの年間熱負荷を図２８に示す。なお、E館の熱負
荷はエアネットにより算出した空調機の熱出力と同
じ値となるように補正を行い、ベースラインについ
てはBESTによって計算されたE館の熱負荷に対
する空調機の熱出力の比を乗じる補正を行った。こ
の結果に一般的な空冷ヒートポンプの暖房COP＝
２．０、冷房COP＝２．６を割って空調電力消費量を算
出した。計算結果は図２７に示す通りであり、この結
果より削減量は１１０MWhとなる。この値から、照
明・コンセント発熱の削減による熱負荷削減の省エ
ネ効果分５５MWhを差し引くと５５MWh（面積あたり
CO２削減量２．００kg-CO２／�）となる。
さらに、全熱交換器設置による省エネ効果につい
てもBESTを用いて計算した北九州技術センター
E館の外気負荷より算出した。外気負荷および削減
効果は図２９に示す通りであり、電力消費量の削減効
果は４２MWh（面積あたりCO２削減量１．５０kg-CO２／
�）となった。
また、CO２濃度による換気量制御の省エネ効果に

ついては、CO２濃度による換気量制御により換気動
力のうち約３０％の削減効果が得られたため、平日昼
間の換気動力実績値（＝６６MWh）に０．７を除して、そ
の値から実績値を差し引くことにより求めることと
した。
CO２濃度による換気量制御の省エネ効果＝６６
MWh÷０．７－６６＝２８MWh（＝１．０２kg-CO２／�）

５．７ 省エネルギー効果のまとめ
以上の省エネルギー効果をまとめると図３０に示す
通りとなる。削減量の合計は７９１MWh、削減率は
３９．３％となり、空調・照明・コンセント各項目の削

図２８ E館およびベースラインの熱負荷と空調消費電力量
Fig．２８ Heating and Cooling Load and Power Consump-
tion for Air Conditioning of Technical Center and Base-
line

図２９ E館とベースラインの外気熱負荷と外気処理による
消費電力量
Fig．２９ Heating and Cooling Load for Ventilation and
Power Consumption for Ventilation of Technical Center
and Baseline

図３０ E館とベースラインの消費電力量まとめ
Fig．３０ Summary of Energy Saving
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減量はシミュレーション結果と若干差があるもの
の、概ね一致しており、また合計値は同じ値となっ
ているため、これより各省エネルギー機器の効果が
算出できたものと考えられる。また、照明、空調、
コンセント機器＋太陽光発電の項目別の削減率はそ
れぞれ、１２．１％、１５．９％。１１．４％であった。省エネ
ルギー技術別に削減率をみると、地中熱HPと高効
率空冷HPの導入による空調機器の省エネ効果
（７．５％）、コンセント機器の省エネ効果（７．１％）、
Hf 照明の導入による省エネ効果（５．５％）、太陽光発
電の導入による省エネ効果（４．３％）の順に大きい結
果となった。

６ 結言
以下に本報告のまとめを示す。

①自然換気システム、GSHPシステム、太陽光発電
システムなどの省エネルギー設備システムに、高
断熱化や、BEMSを活用した省エネチューニン
グなどの技術を組み合わせることにより、従来の
オフィスビルと比較してCO２排出量約３５％削減
を期待できるオフィスビルを計画・施工した。

②BEMSの計測データを用いて建物全体および各
項目（空調・照明・換気など）の性能検証を行うと
ともに、運用改善を実施した。その中で照明の間
引きについては月平均７％程度の照明エネルギー
消費量の削減効果を得ることができた。また、エ
ネルギーシミュレーションBESTを用いて、建
物の運用条件に合ったベースラインを算定した。
その結果から本建物のエネルギー消費量削減効果
は３９．３％となり、計画時の目標を達成しているこ
とが示された。

③BEMSによる実測データやBESTによるシミュ
レーション結果をもとに省エネルギー技術別の効
果を算出した。
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